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1. 概要 

本基本方針は，添付書類「Ⅴ-2-1-1 耐震設計の基本方針」に基づき，耐震性に関する説明書

が求められている平底たて置円筒形容器（耐震設計上の重要度分類Ｓクラス又はＳｓ機能維持の

計算を行うもの）が，十分な耐震性を有していることを確認するための耐震計算方法について記

載したものである。 

解析の方針及び減衰定数については，添付書類「Ⅴ-2-1-6 地震応答解析の基本方針」に従

うものとする。 

ただし，本基本方針が適用されない平底たて置円筒形容器にあっては，個別耐震計算書にその

耐震計算方法を含めて記載する。 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

平底たて置円筒形容器の応力評価は，添付書類「Ｖ-2-1-9 機能維持の基本方針」のうち

「3.1 構造強度上の制限」にて設定した荷重及び荷重の組合せ並びに許容限界に基づき，「3. 

評価部位」にて設定する箇所において，「4. 固有周期」で算出した固有周期に基づく設計用

地震力による応力等が許容限界内に収まることを，「5. 構造強度評価」にて示す方法にて確

認することで実施する。確認結果を「6. 耐震計算書のフォーマット」に示す。 

平底たて置円筒形容器の耐震評価フローを図 2-1 に示す。 

図 2-1 平底たて置円筒形容器の耐震評価フロー 

設計用地震力 

計算モデルの設定 

理論式による固有周期の算出 

地震時における応力 

平底たて置円筒形容器の構造強度評価 
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2.2 適用基準 

適用基準を以下に示す。 

(1) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1987（日本電気協会） 

(2) 原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 ＪＥＡＧ４６０１・補－

1984（日本電気協会） 

(3) 原子力発電所耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－1991追補版（日本電気協会） 

(4) 発電用原子力設備規格 設計・建設規格（2005年版（2007年追補版含む。）） ＪＳ

ＭＥ Ｓ ＮＣ1－2005/2007（日本機械学会） 
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2.3 記号の説明  

記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ａ 胴の軸断面積 mm
2

Ａｂ 基礎ボルトの軸断面積 mm
2

Ａｅ 胴の有効せん断断面積 mm
2

Ｃｃ 基礎ボルト計算における係数 － 

ＣＨ 水平方向設計震度 － 

Ｃｔ 基礎ボルト計算における係数 － 

ＣＶ 鉛直方向設計震度 － 

Ｄｂｉ ベースプレートの内径 mm 

Ｄｂｏ ベースプレートの外径 mm 

Ｄｃ 基礎ボルトのピッチ円直径 mm 

Ｄｉ 胴の内径 mm 

Ｅ 胴の縦弾性係数 MPa 

ｅ 基礎ボルト計算における係数 － 

Ｆ 設計・建設規格 SSB-3121.1又はSSB-3131に定める値 MPa 

Ｆ  設計・建設規格 SSB-3121.3又はSSB-3133に定める値 MPa 

Ｆｃ 基礎に作用する圧縮力 N 

Ｆｔ 基礎ボルトに作用する引張力 N 

ƒｂ 曲げモーメントに対する許容座屈応力（ｆｂを1.5倍した値） MPa 

ƒｃ 軸圧縮荷重に対する許容座屈応力（ｆｃを1.5倍した値） MPa 

ƒｓｂ せん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力（ｆｓを1.5倍

した値）

MPa 

ƒｔｏ 引張力のみを受ける基礎ボルトの許容引張応力（ｆｔを1.5倍した

値）

MPa 

ƒｔｓ 引張力とせん断力を同時に受ける基礎ボルトの許容引張応力 MPa 

Ｇ 胴のせん断弾性係数 MPa 

g 重力加速度（＝9.80665） m/s
2

Ｈ 水頭 mm 

Ｉ 胴の断面二次モーメント mm
4

ＫＨ 水平方向ばね定数 N/m 

ＫＶ 鉛直方向ばね定数 N/m 

ｋ 基礎ボルト計算における中立軸の荷重係数 － 

１， ２ 基礎ボルト計算における中立軸から荷重作用点までの距離 

（図5－2に示す距離） 

mm 

ｇ 基礎から容器重心までの距離 mm 

Ｍｓ 基礎に作用する転倒モーメント N･mm 

ｍ０ 容器の運転時質量 kg 

ｍｅ 容器の空質量 kg 

ｎ 基礎ボルトの本数 － 

Ｓ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表5に定める値 MPa 

Ｓａ 胴の許容応力 MPa 

＊
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記  号 記   号   の   説   明 単  位 

Ｓｕ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表9に定める値 MPa 

Ｓｙ 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める値 MPa 

Ｓｙ(ＲＴ) 設計・建設規格 付録材料図表 Part5 表8に定める材料の 

40℃における値 

MPa 

ｓ 基礎ボルトと基礎の縦弾性係数比 － 

ＴＨ 水平方向固有周期 s 

ＴＶ 鉛直方向固有周期 s 

ｔ 胴板の厚さ mm 

ｔ１ 基礎ボルト面積相当板幅 mm 

ｔ２ 圧縮側基礎相当幅 mm 

ｚ 基礎ボルト計算における係数 － 

α 基礎ボルト計算における中立軸を定める角度 rad 

 座屈応力に対する安全率 － 

π 円周率 － 

ρ′ 液体の密度（＝比重×10－6） kg/mm
3

σ０ 胴の一次一般膜応力の最大値 MPa 

σ０ｃ 胴の組合せ圧縮応力 MPa 

σ０ｔ 胴の組合せ引張応力 MPa 

σ２ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値の最大値 MPa 

σ２φ 地震動のみによる胴の周方向一次応力と二次応力の和 MPa 

σ２ｃ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（圧縮側） 

MPa 

σ２ｔ 地震動のみによる胴の一次応力と二次応力の和の変動値 

（引張側） 

MPa 

σ２ｘｃ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（圧縮側） MPa 

σ２ｘｔ 地震動のみによる胴の軸方向一次応力と二次応力の和（引張側） MPa 

σｂ 基礎ボルトに生じる引張応力 MPa 

σｃ 基礎に生じる圧縮応力 MPa 

σｘ１,σφ１ 静水頭により胴に生じる軸方向及び周方向応力 MPa 

σｘ２ 胴の空質量による軸方向圧縮応力 MPa 

σｘ３ 胴の鉛直方向地震による軸方向応力 MPa 

σｘ４ 水平方向地震により胴に生じる曲げモーメントによる軸方向応力 MPa 

σｘｃ 胴の軸方向応力の和（圧縮側） MPa 

σｘｔ 胴の軸方向応力の和（引張側） MPa 

σφ 胴の周方向応力の和 MPa 

σφ２ 静水頭に鉛直方向地震が加わり胴に生じる周方向応力 MPa 

τ 地震により胴に生じるせん断応力 MPa 

τｂ 基礎ボルトに生じるせん断応力 MPa 

φ１（ｘ） 圧縮荷重に対する許容座屈応力の関数 MPa 

φ２（ｘ） 曲げモーメントに対する許容座屈応力の関数 MPa 
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2.4 計算精度と数値の丸め方 

精度は 6桁以上を確保する。 

表示する数値の丸め方は表 2-1に示すとおりである。 

表 2-1 表示する数値の丸め方 

数 値 の 種 類 単 位 処  理  桁 処 理 方 法 表  示  桁 

固有周期 ｓ 小数点以下第 4 位 四捨五入 小数点以下第 3 位

震度 ― 小数点以下第 3 位 切上げ 小数点以下第 2 位

温度 ℃ ― ― 整数位 

比重 ― 小数点以下第 3 位 四捨五入 小数点以下第 2 位

質量 kg ― ― 整数位 

 下記以外の長さ mm ― ― 整数位＊1

 胴板の厚さ mm ― ― 小数点以下第 1 位

面積 mm2 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

モーメント N･mm 有効数字 5 桁目 四捨五入 有効数字 4 桁＊2

算出応力 MPa 小数点以下第 1 位 切上げ 整数位 

許容応力＊3 MPa 小数点以下第 1 位 切捨て 整数位 

注記 ＊1：設計上定める値が小数点以下の場合は，小数点以下表示とする。 

＊2：絶対値が 1000 以上のときは，べき数表示とする。 

＊3：設計・建設規格 付録材料図表に記載された温度の中間における引張り強さ及び降

伏点は，比例法により補間した値の小数点以下第 1 位を切り捨て，整数位までの値

とする。  

長

さ
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3. 評価部位 

平底たて置円筒形容器の耐震評価は「5.1 構造強度評価方法」に示す条件に基づき，耐震評

価上厳しくなる胴及び基礎ボルトについて評価を実施する。 

4. 固有周期 

4.1 固有周期の計算方法 

(1) 計算モデル 

モデル化に当たっては次の条件で行う。 

a. 容器及び内容物の質量は重心に集中するものとする。 

b. 容器は胴下端のベースプレートを円周上等ピッチの多数の基礎ボルトで基礎に固定され

ており，固定端とする。 

c. 胴をはりと考え，変形モードは曲げ及びせん断変形を考慮する。 

d. 耐震計算に用いる寸法は，公称値を使用する。 

本容器は，前記の条件より図4-1に示すような下端固定の1質点系振動モデルとして考える。 

ｇ

ＣＨ・ｍ０・g

(1＋ＣＶ)･ｍ０･g

図4-1 固有周期の計算モデル 

(2) 水平方向固有周期 

曲げ及びせん断変形によるばね定数ＫＨは次式で求める。 

 3Ｈ
ｇ ｇ

ｅ

1000
Ｋ ＝

＋
3・Ｅ・Ｉ Ｇ・Ａ

 （4.1.1）

ここで，胴の断面性能は次のように求める。 

 3

ｉ

π
Ｉ＝  ・(Ｄ＋ｔ)・ｔ

8
 （4.1.2） 

ｅ ｉ

2
Ａ＝  ・π・(Ｄ＋ｔ)・ｔ

3
 （4.1.3）

したがって，固有周期ＴＨは次式で求める。 

０
Ｈ

Ｈ

ｍ
Ｔ ＝2・π・

Ｋ
（4.1.4） 



N
T
2
 
補
①
 Ⅴ

-
2
-1
-
1
3-
3
 
R0
 

7 

(3) 鉛直方向固有周期 

軸方向変形によるばね定数ＫＶは次式で求める。 

ｇ

Ｖ
1000

Ｋ ＝

Ａ・Ｅ

 （4.1.5） 

ここで，胴の断面性能は次のように求める。 

ｉＡ＝π・(Ｄ＋ｔ)・ｔ  （4.1.6）

したがって，固有周期Ｔｖは次式で求める。 

ｅ
ｖ

Ｖ

ｍ
Ｔ＝2・π・

Ｋ （4.1.7）

5. 構造強度評価 

5.1 構造強度評価方法 

4.1項a.～d.のほか，次の条件で計算する。 

(1) 地震力は容器に対して水平方向及び鉛直方向から作用するものとする。 

基礎

胴板 

ベースプレート

基礎ボルト

図5-1 概 要 図 

5.2 設計用地震力 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度及び基準地震動Ｓｓによる地震力は，添付書類「Ⅴ-2-1-

7 設計用床応答曲線の作成方針」に基づき設定する。

基礎ボルト 

ベ－スプレ－ト
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5.3 計算方法 

5.3.1 応力の計算方法 

応力計算における水平方向と鉛直方向の組合せについて，静的地震力を用いる場合は，

絶対値和を用いる。動的地震力を用いる場合は，絶対値和又はＳＲＳＳ法を用いる。 

5.3.1.1 胴の計算方法 

(1) 静水頭及び鉛直方向地震による応力 

g ｉ
φ１

・Ｈ・Ｄ

2・

ρ′・
＝

ｔ
σ  （5.3.1.1.1）

g ｉ Ｖ
φ２

・Ｈ・Ｄ

2・

ρ′・ ・Ｃ
＝

ｔ
σ  （5.3.1.1.2）

ｘ１＝0σ  （5.3.1.1.3）

(2) 運転時質量及び鉛直方向地震による応力 

胴がベースプレートと接合する点には，胴自身の質量による圧縮応力と鉛直方向地

震による軸方向応力が生じる。 
gｅ

ｘ２

ｉ

ｍ・
σ ＝

π・(Ｄ＋ｔ)・ｔ （5.3.1.1.4）

gｅ Ｖ
ｘ３

ｉ

ｍ・ ・Ｃ
σ ＝

π・(Ｄ＋ｔ)・ｔ （5.3.1.1.5）

(3) 水平方向地震による応力 

水平方向の地震力により胴はベースプレート接合部で最大となる曲げモーメントを

受ける。この曲げモーメントによる軸方向応力と地震力によるせん断応力は次のよう

に求める。 
g

2

Ｈ ０ ｇ
ｘ ４

ｉ

4・ Ｃ ・ ｍ ・ ・
σ ＝

π ・ (Ｄ ＋ ｔ ) ・ ｔ （5.3.1.1.6）

gＨ ０

ｉ

2・Ｃ・ｍ・
τ＝

π・(Ｄ＋ｔ)・ｔ （5.3.1.1.7）

(4) 組合せ応力 

(1)～(3)によって求めた胴の応力は以下のように組み合わせる。 

a. 一次一般膜応力 

(a) 組合せ引張応力 

φ φ１ φ２＋σ＝σ σ  （5.3.1.1.8） 

 2  2

０ｔ φ ｘｔ φ ｘｔ＝ ＋ ＋ － ＋ 
1

σ ・ σ σ (σ σ ) 4・τ
2

 （5.3.1.1.9） 

ここで， 

【絶対値和】 

ｘｔ ｘ１ ｘ２ ｘ３ ｘ４＝ － ＋ ＋σ σ σ σ σ  （5.3.1.1.10） 

【ＳＲＳＳ法】 

2 2

ｘｔ ｘ１ ｘ２ ｘ３ ｘ４σ ＝σ －σ ＋ σ ＋σ  （5.3.1.1.11） 
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(b) 組合せ圧縮応力 

φ φ１ φ２σ＝－σ －σ  （5.3.1.1.12） 

σｘｃが正の値（圧縮側）のとき，次の組合せ圧縮応力を求める。 

 2  2

０ｃ φ ｘｃ φ ｘｃ＋ ＋ ＋ 
1

σ ＝  ・ σ σ (σ－σ ) 4・τ
2

 （5.3.1.1.13）

ここで， 

【絶対値和】 

ｘｃ ｘ１ ｘ２ ｘ３ ｘ４＋ ＋σ ＝－σ ＋σ σ σ  （5.3.1.1.14） 

【ＳＲＳＳ法】 
2 2

ｘ ３ ｘ ４ｘ ｃ ｘ １ ｘ ２＋ ＋σ ＝ － σ ＋ σ σ σ  （5.3.1.1.15） 

したがって，胴の組合せ一次一般膜応力の最大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ

法それぞれに対して， 

σ０＝Max｛組合せ引張応力（σ０ｔ），組合せ圧縮応力（σ０ｃ）｝
 （5.3.1.1.16） 

とする。 

一次応力は一次一般膜応力と同じになるので省略する。 

b. 地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 

(a) 組合せ引張応力 

２φ φ２σ ＝σ  （5.3.1.1.17） 

 2  2

２ ｔ ２ φ ２ ｘ ｔ ２ φ ２ ｘ ｔ＝ ＋ ＋ ( － ) ＋ 4・σ σ σ σ σ τ

 （5.3.1.1.18） 

ここで， 

【絶対値和】 

２ｘｔ ｘ３ ｘ４＋σ ＝σ σ  （5.3.1.1.19） 

【ＳＲＳＳ法】 
2 2

２ ｘ ｔ ｘ ３ ｘ ４＋σ ＝ σ σ  （5.3.1.1.20） 

(b) 組合せ圧縮応力 

２φ φ２σ ＝－σ  （5.3.1.1.21） 
 2  2

２ ｃ ２ φ ２ ｘ ｃ ２ φ ２ ｘ ｃ＝ ＋ ＋ ( － ) ＋ 4・σ σ σ σ σ τ

 （5.3.1.1.22） 

ここで， 

【絶対値和】 

２ ｘ ｃ ｘ ３ ｘ ４＝ ＋σ σ σ  （5.3.1.1.23） 

【ＳＲＳＳ法】 
2 2

ｘ ３ ｘ ４２ ｘ ｃ＝ ＋σ σ σ  （5.3.1.1.24） 

したがって，胴の地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値の最

大値は，絶対値和，ＳＲＳＳ法それぞれに対して， 

σ２＝Max｛組合せ引張応力（σ２ｔ），組合せ圧縮応力（σ２ｃ）｝
 （5.3.1.1.25） 

とする。  
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5.3.1.2 基礎ボルトの計算方法 

(1) 引張応力 

転倒モーメントが作用した場合に生じる基礎ボルトの引張荷重と基礎部の圧縮荷重

については，荷重と変位量の釣合い条件を考慮することにより求める。(図5-2参照) 

以下にその手順を示す。 

図5－2 基礎の荷重説明図 

a. σｂ及びσｃを仮定して基礎ボルトの応力計算における中立軸の荷重係数ｋを

求める。 

ｂ

ｃ

1
ｋ＝

σ
1＋

ｓ・σ

（5.3.1.2.1）

１ ２

ｔ２

ｔ１

α
Ｆc Ｆt 

ｅ･Ｄｃ

Ｆｔ 

Ｆｃ ｚ･Ｄｃ

(1－ｋ)･Ｄc 

ｓ･σｃ

σｂ

ｋ･Ｄｃ
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b. 基礎ボルトの応力計算における中立軸を定める角度αを求める。 

(1－2・ｋ)＝cos －１α  （5.3.1.2.2）

c. 各定数ｅ，ｚ，Ｃｔ及びＣｃを求める。 

αααπ

αααπαπ
ｅ

sin＋)・cos－(

・cos・sin
2

3
)＋－・(

2

1
α＋)・cos－(

・
2

1
＝

2

・cos－sin

・cos＋・cos・sin
2

3
－・

2

1

＋
ααα

ααααα 2

（5.3.1.2.3）

ααα

ααααα
αｚ

・cos－sin

・cos＋・cos・sin
2

3
－・

2

1

＋cos・
2

1
＝

2

（5.3.1.2.4）

α
αααπ

1＋cos

＋sin・cos)－(2・
＝Ｃ

}{
ｔ

（5.3.1.2.5）

α
ααα

1－cos

)cos・－2・(sin
＝ＣＣ

（5.3.1.2.6）

d. 各定数を用いてＦｔ及びＦｃを求める。 

【絶対値和】 

gｓ Ｖ ０ ｃ
ｔ

ｃ

Ｍ－(1－Ｃ )・ｍ・ ・ｚ・Ｄ
Ｆ＝

ｅ・Ｄ  （5.3.1.2.7）

gｃ ｔ Ｖ ０＝ ＋ ｍＦ Ｆ (1－Ｃ )・ ・  （5.3.1.2.8） 

【ＳＲＳＳ法】 

g g
2 2

ｓ Ｖ ０ ｃ
ｔ ０

ｃ

Ｍ ＋(Ｃ・ｍ・ ・ｚ・Ｄ ) ｚ
Ｆ＝ － ・ｍ・

ｅ・Ｄ ｅ

 （5.3.1.2.9）

g g
2 2

ｓ Ｖ ０ ｃ
ｃ ０

ｃ

Ｍ ＋(Ｃ・ｍ・ ・(ｚ－ｅ)・Ｄ ) ｚ
Ｆ＝ ＋( 1－  )・ｍ・

ｅ・Ｄ ｅ

 （5.3.1.2.10）

ここで， 

gｓ Ｈ ０ ｇＭ＝Ｃ・ｍ・ ・
 （5.3.1.2.11） 

基礎ボルトに引張力が作用しないのは，αがπに等しくなったときであり，

（5.3.1.2.3）式及び（5.3.1.2.4）式においてαをπに近づけた場合の値 

ｅ＝0.75及びｚ＝0.25を（5.3.1.2.7）式又は（5.3.1.2.9）式に代入し，得ら

れるＦｔの値によって引張力の有無を次のように判定する。 

Ｆｔ≦0ならば引張力は作用しない。 

Ｆｔ＞0ならば引張力が作用しているので次の計算を行う。 
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e. σｂ及びσｃを求める。 

ｔ
ｂ

１ ｃ ｔ

＝
Ｄ

2・ Ｆ
σ

ｔ・ ・ Ｃ
 （5.3.1.2.12）

ｃ
ｃ

２ １ ｃ ｃ＋ ｓ

2・ Ｆ
σ＝

(ｔ ・ ｔ )・ Ｄ・ Ｃ
 （5.3.1.2.13）

ここで， 

ｂ
１

ｃＤ

ｎ・Ａ
ｔ＝

π・
（5.3.1.2.14）

２ ｂｏ ｂｉ １＝ －Ｄ
1

ｔ  ・(Ｄ )－ｔ
2

（5.3.1.2.15）

σｂ及びσｃがa項にて仮定した値と十分に近似していることを確認する。こ

の場合のσｂ及びσｃを基礎ボルトと基礎に生じる応力とする。 

(2) せん断応力 

gＨ ０
ｂ

ｂ

Ｃ ・ ｍ ・
τ ＝

ｎ ・ Ａ  （5.3.1.2.16）
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5.4 応力の評価 

5.4.1 胴の応力評価 

(1) 5.3.1.1項で求めた組合せ応力が胴の最高使用温度における許容応力Ｓａ以下であるこ

と。ただし，Ｓａは下表による。 

応力の種類

許 容 応 力 Ｓａ

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的

震度による荷重との組合せの場

合 

基準地震動Ｓｓによる荷重

との組合せの場合 

一次一般膜応力 

設計降伏点Ｓｙと設計引張強さ

Ｓｕの0.6倍のいずれか小さい方

の値。ただし，オーステナイト

系ステンレス鋼及び高ニッケル

合金にあっては許容引張応力Ｓ

の1.2倍の方が大きい場合は，こ

の大きい方の値とする。 

設計引張強さＳｕの0.6倍 

一次応力と 

二次応力の和 

地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値が設計

降伏点Ｓｙの2倍以下であれば，疲労解析は不要とする。 

一次応力の評価は算出応力が一次一般膜応力と同じ値であるので省略する。 

(2) 圧縮膜応力（圧縮応力と曲げによる圧縮側応力の組合せ）は次式を満足すること。（座

屈の評価） 

f  f  
ｘ２ ｘ３ ｘ４

ｃ ｂ

η・（σ ＋σ ） η・σ
＋ ≦１  （5.4.1.1） 

ここで，ƒｃは次による。 

gｉＤ＋2・ｔ 1200・
 ≦ 

2・ｔ Ｆ
 のとき 

f  
c
＝Ｆ  （5.4.1.2） 

g gｉＤ＋2・ｔ1200・ 8000・
＜ ＜

Ｆ 2・ｔ Ｆ
のとき 

f  g g
g

ｉ
１ ｃ

Ｄ＋2・ｔ1 8000・ 1200・
＝Ｆ ・ 1 －  ・  Ｆ－φ  ・  － 

6800・ Ｆ 2・ｔ Ｆ

 （5.4.1.3） 

g ｉＤ＋2・ｔ8000・
≦   ≦800

Ｆ 2・ｔ
 のとき 

f  ｉ
１ｃ

Ｄ＋2・ｔ
＝

2・ｔ
φ  （5.4.1.4） 
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ただし， １（ ｘ ）φ は次の関数とする。 

１

Ｅ 1
（ｘ）＝0.6・  ・ 1－0.901・ 1－exp － ・ｘ

ｘ 16
φ

 （5.4.1.5） 

また，ƒ ｂは次による。 

gｉＤ＋2・ｔ 1200・
≦

2・ｔ Ｆ
 のとき 

f  
ｂ
＝Ｆ  （5.4.1.6） 

g gｉＤ＋2・ｔ1200・ 9600・
＜ ＜

Ｆ 2・ｔ Ｆ
 のとき 

f  g g
g

ｉ
２ｂ

Ｄ＋2・ｔ1 9600・ 1200・
＝Ｆ・ 1－ ・ Ｆ－φ ・ －

8400・ Ｆ 2・ｔ Ｆ

 （5.4.1.7） 

g ｉＤ＋2・ｔ9600・
≦ ≦800

Ｆ 2・ｔ
 のとき 

f ｉ
２ｂ

Ｄ＋2・ｔ
＝

2・ｔ
φ  （5.4.1.8） 

ただし， ２φ（ ｘ ）は次の関数とする。 

２φ
ｘ

Ｅ 1
（ｘ）＝0.6・  ・ 1－0.731・ 1－exp － ・ｘ

16

 （5.4.1.9） 

ηは安全率で次による。 

gｉＤ＋2・ｔ 1200・
≦

2・ｔ Ｆ
 のとき 

＝1η  （5.4.1.10） 

g gｉＤ＋2・ｔ1200・ 8000・
＜ ＜

Ｆ 2・ｔ Ｆ
 のとき 

g
g

ｉＤ＋2・ｔ0.5・Ｆ 1200・
η＝1＋  ・ －

6800・ 2・ｔ Ｆ
 （5.4.1.11） 

g ｉＤ＋2・ｔ8000・
≦

Ｆ 2・ｔ
 のとき 

＝1.5η  （5.4.1.12） 
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5.4.2 基礎ボルトの応力評価 

5.3.1.2 項で求めた基礎ボルトの引張応力σｂは次式より求めた許容引張応力 ƒｔｓ以下

であること。ただし，ƒｔｏは下表による。 

ƒｔｓ＝Min[1.4・ƒｔｏ－1.6・τb， ƒｔｏ]  （5.4.2.1） 

せん断応力τｂはせん断力のみを受ける基礎ボルトの許容せん断応力 ƒｓｂ以下であるこ

と。ただし， ƒｓｂは下表による。 

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的

震度による荷重との組合せの

場合 

基準地震動Ｓｓによる荷重との

組合せの場合 

許容引張応力 

ƒｔｏ

・1.5
2

Ｆ
・1.5

2

Ｆ

許容せん断応力 

ƒｓｂ

・1.5
31.5・

Ｆ
・1.5

31.5・

Ｆ

＊
＊
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6. 耐震計算書のフォーマット 

平底たて置円筒形容器の耐震計算書のフォーマットは，以下のとおりである。 

〔設計基準対象施設及び重大事故等対処設備の場合〕 

フォーマットⅠ 設計基準対象施設としての評価結果 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果 

〔重大事故等対処設備単独の場合〕 

フォーマットⅡ 重大事故等対処設備としての評価結果＊

注記 ＊：重大事故等対処設備単独の場合は，設計基準対象施設及び重大事故等対処設備

に示すフォーマットⅡを使用するものとする。ただし，評価結果表に記載の章

番を「2．」から「1．」とする。 
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【フォーマットⅠ　設計基準対象施設としての評価結果】

【○○○○タンクの耐震性についての計算結果】

1.　設計基準対象施設

 1.1　設 計 条 件

基準地震動Ｓｓ

水平方向 鉛直方向 水平方向 鉛直方向

設計震度 設計震度 設計震度 設計震度

＊

 1.2　機 器 要 目

ｍ０ ｍｅ Ｄｉ ｔ Ｅ Ｇ ｇ Ｈ

（kg） （kg） （mm） （mm） （MPa） （MPa） （mm） （mm）

＊1 ＊1

Ｄｃ Ｄｂｏ Ｄｂｉ Ａｂ

（mm） （mm） （mm） （mm2） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

＊1 ＊1 ＊1 ＊2 ＊2

注記  ＊1: 最高使用温度で算出

 1.3　計算数値 ＊2: 周囲環境温度で算出

　 1.3.1　胴に生じる応力

　　  (1)　一次一般膜応力 （単位：MPa）

σφ1＝ σφ1＝

σφ2＝ σφ2＝

σＸ2＝ σＸ2＝

σＸ3＝ σＸ3＝

σＸ4＝ τ＝ σＸ4＝ τ＝

σφ＝ σＸｔ＝ σφ＝ σＸｔ＝

σφ＝ σＸｃ＝ σφ＝ σＸｃ＝

σ０ｔ＝ σ０ｔ＝

圧　　　縮 σ０ｃ＝ σ０ｃ＝

（M 　 ）

ＣＶ＝

基準地震動Ｓｓ

せん断応力軸方向応力周方向応力せん断応力軸方向応力

据付場所及び床面高さ
(m)

固有周期
(s)

水平方向 鉛直方向

1
7

機　　器　　名　　称
耐震設計上の
重要度分類

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

周方向応力

最高使用圧力
（MPa）

最高使用温度
（℃）

周囲環境温度
（℃）

比　重

弾性設計用地震動Ｓ ｄ

又 は 静 的 震 度

ＣＨ＝ ＣＶ＝ ＣＨ＝

Ｓｙ（胴板）

ｎｓ

Ｓｕ（胴板） Ｓ（胴板） Ｓｙ(基礎ボルト)Ｓｕ(基礎ボルト)

注記　＊：基準床レベルを示す。　

EL.

引　張　側

圧　縮　側

引　張　り

Ｆ(基礎ボルト) Ｆ (基礎ボルト)

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

建屋

応 力 の 種 類

応 力 の 和

組 合 せ 応 力

静 水 頭 に よ る 応 力

鉛直方向地震による引張応力

鉛直方向地震による軸方向応力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

空 質 量 に よ る 圧 縮 応 力

＊
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　　 (2)　地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 （単位：MPa）

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力

鉛直方向地震による応力 σφ2＝ σＸ3＝ σφ2＝ σＸ3＝

水平方向地震による応力 σＸ4＝ τ＝ σＸ4＝ τ＝

引　張　側 σ2φ＝ σ2Ｘｔ＝ σ2φ＝ σ2Ｘｔ＝

圧　縮　側 σ2φ＝ σ2Ｘｃ＝ σ2φ＝ σ2Ｘｃ＝

引　張　り σ２ｔ＝ σ２ｔ＝

圧　　　縮 σ２ｃ＝ σ２ｃ＝

   1.3.2  基礎ボルトに生じる応力 （単位：MPa）

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

引  張  応  力 σｂ＝ σｂ＝

せ ん 断 応 力 τｂ＝ τｂ＝

 1.4　結  論

   1.4.1　固有周期 （単位：ｓ）  1.4.2　 応    力 （単位：MPa）

固  有  周  期

一次一般膜 σ0＝ Ｓａ＝ σ0＝ Ｓａ＝

一次＋二次 σ2＝ Ｓａ＝ σ2＝ Ｓａ＝

 η・(σｘ2+σｘ3) η・σｘ4  η・(σｘ2+σｘ3) η・σｘ4

ƒｃ ƒｂ ƒｃ ƒｂ

引  張　り σｂ＝ ƒｔｓ＝
*

σｂ＝ ƒｔｓ＝
*

基礎ボルト

せ  ん  断 τｂ＝ ƒｓｂ＝ τｂ＝ ƒｓｂ＝

すべて許容応力以下である。 注記＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]より算出

―

―

―

算　出　応　力

―

基準地震動Ｓｓ

水 平 方 向 許　容　応　力

胴     板

　　　　　　　　（無次元）

算　出　応　力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

許　容　応　力

　　　　　　　　（無次元）

1
8

―

―

―

鉛 直 方 向

―

方　向

応 力 の 種 類

＋ ≦１

（座屈の評価）

圧 縮 と 曲 げ
の 組 合 せ

応 力 の 和

組合せ応力
(変動値)

部 材 応 力材 料

＋ ≦１
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【フォーマットⅡ　重大事故等対処設備としての評価結果】

【○○○○タンクの耐震性についての計算結果】

2.　重大事故等対処設備

 2.1　設 計 条 件

基準地震動Ｓｓ

水平方向 鉛直方向 水平方向 鉛直方向

設計震度 設計震度 設計震度 設計震度

＊

 2.2　機 器 要 目

ｍ０ ｍｅ Ｄｉ ｔ Ｅ Ｇ ｇ Ｈ

（kg） （kg） （mm） （mm） （MPa） （MPa） （mm） （mm）

＊1 ＊1

Ｄｃ Ｄｂｏ Ｄｂｉ Ａｂ

（mm） （mm） （mm） （mm2） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa） （MPa）

＊1 ＊1 ＊1 ＊2 ＊2

注記  ＊1: 最高使用温度で算出

 2.3　計算数値 ＊2: 周囲環境温度で算出

　 2.3.1　胴に生じる応力

　　  (1)　一次一般膜応力 （単位：MPa）

σφ1＝

σφ2＝

σＸ2＝

σＸ3＝

σＸ4＝ τ＝

σφ＝ σＸｔ＝

σφ＝ σＸｃ＝

σ０ｔ＝

圧　　　縮 σ０ｃ＝

EL.

－

軸方向応力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

せん断応力

Ｓｙ（胴板）

（M 　 ）

Ｓｕ（胴板）

－

－

－

水平方向 鉛直方向

1
9

機　　器　　名　　称 設備分類
据付場所及び床面高さ

(m)

固有周期
(s)

－

最高使用圧力
（MPa）

最高使用温度
（℃）

周囲環境温度
（℃）

比　重

ＣＨ＝ ＣＶ＝

せん断応力

Ｓｕ(基礎ボルト)Ｆ (基礎ボルト)Ｆ (基礎ボルト)

引　張　側

周方向応力 軸方向応力

基準地震動Ｓｓ

周方向応力

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

圧　縮　側

－

－

引　張　り

－

－

－

－

－

弾性設計用地震動Ｓ ｄ

又 は 静 的 震 度

－ －

ｓ ｎ

Ｓ（胴板） Ｓｙ(基礎ボルト)

注記　＊：基準床レベルを示す。　

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－ －

－

建屋

応 力 の 種 類

応 力 の 和

組 合 せ 応 力

静 水 頭 に よ る 応 力

鉛直方向地震による引張応力

鉛直方向地震による軸方向応力

水 平 方 向 地 震 に よ る 応 力

空 質 量 に よ る 圧 縮 応 力

＊

【重大事故等対処設備単独の場合】
本フォーマットを使用する。

ただし，章番を1.とする。
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　　 (2)　地震動のみによる一次応力と二次応力の和の変動値 （単位：MPa）

周方向応力 軸方向応力 せん断応力 周方向応力 軸方向応力 せん断応力

鉛直方向地震による応力 σφ2＝ σＸ3＝

水平方向地震による応力 σＸ4＝ τ＝

引　張　側 σ2φ＝ σ2Ｘｔ＝

圧　縮　側 σ2φ＝ σ2Ｘｃ＝

引　張　り σ２ｔ＝

圧　　　縮 σ２ｃ＝

　 2.3.2　基礎ボルトに生じる応力 （単位：MPa）

引  張  応  力 σｂ＝

せ ん 断 応 力 τｂ＝

 2.4　結  論

   2.4.1　固有周期 （単位：ｓ）  2.4.2　 応    力 （単位：MPa）

σ0＝ Ｓａ＝

σ2＝ Ｓａ＝

 η・(σｘ2+σｘ3) η・σｘ4

ƒｃ ƒｂ

σｂ＝ ƒｔｓ＝ *

τｂ＝ ƒｓｂ＝

すべて許容応力以下である。 注記＊： ｔｓ＝Min[1.4・ ｔｏ－1.6・τｂ，  ｔｏ]より算出

固  有  周  期

基礎ボルト

鉛 直 方 向

胴 板

部 材

―一 次 ＋ 二 次

（ 座 屈 の 評 価 ）

一 次 一 般 膜 ―

2
0

圧 縮 と 曲 げ

の 組 合 せ

―

―

―

算　出　応　力

方 向

水 平 方 向

―

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

―

―

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度 基準地震動Ｓｓ

―

―

―

― ―

―

―

　―

　―

―

―

引 張 り

せ ん 断

―

―

許　容　応　力

弾性設計用地震動Ｓｄ又は静的震度

―

―

―

　　　　　　　　（無次元）

―

材 料 応 力

―

―

―

許　容　応　力算　出　応　力

基準地震動Ｓｓ

―

―

応 力 の 種 類

応 力 の 和

組合せ応力
(変動値)

＋ ≦１


